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兵庫県廃棄物処理計画の進捗状況について 

 

｢兵庫県環境基本計画」の部門別計画である「兵庫県廃棄物処理計画」（平成 30年８月改

定）では、循環型社会の実現に向け、発生抑制、再使用、再生利用のこれまでの取組に加

えて、新たな視点に基づく廃棄物管理を進めていくために、一般廃棄物と産業廃棄物のそ

れぞれについて「重点目標」を設定し、目標達成に向けた種々の施策を推進している（参

考資料１参照）。 

 

計画目標値の達成状況 
 

Ⅰ 一般廃棄物 
排出量や再生利用率、ごみ発電能力等の目標に加え、「１人１日当たりの家庭系ごみ

排出量」と「最終処分量」を重点目標として設定している。（表１） 

基準年度の平成 24年度と比較すると、重点目標である「１人１日当たりの家庭系ご

み排出量」と「最終処分量」は、それぞれ 501g/人日、208 千㌧であり減少している。

（表１、図１、図２） 

一方で、令和元度の再生利用率は 16.3％と近年ほぼ横ばいであり、全国平均の 20％

（平成 30年度）を下回っていることから、目標達成に向けて容器包装や古紙のリサイ

クルの推進や焼却灰のリサイクル等に取り組んでいく。 

 

 

表１ 一般廃棄物の実績と目標値 

区 分 

実績 目標値 

平成 24年度 

（2012年度） 

【基準年度】 

令和元年度 

（2019年度） 

【実績】 

令和２年度 

（2020年度） 

【中間目標】 

令和７年度 

（2025年度） 

【最終目標】 

重
点
目
標 

１人１日当たりの 

家庭系ごみ排出量※ 
525g/人日 

501g/人日 

＜△5％＞ 

483g/人日 

＜△8％＞ 

463g/人日 

＜△12％＞ 

最終処分量 273千㌧ 
208千㌧ 

＜△24％＞ 

198千㌧ 

＜△28％＞ 

185千㌧ 

＜△32％＞ 

目
標 

排出量 2,034千㌧ 
1,879千㌧ 

＜△8％＞ 

1,789千㌧ 

＜△12％＞ 

1,706千㌧ 

＜△16％＞ 

1人 1日当たりの 

事業系ごみ排出量※ 
305 g/人日 

300 g/人日 

＜△2％＞ 

266 g/人日 

＜△13％＞ 

241 g/人日 

＜△21％＞ 

再生利用率 16.7％ 16.3％ 20％ 22％ 

ごみ発電能力 102,445kW 
113,074kW 

＜＋10％＞ 

113,074kW 

＜＋10％＞ 

118,124kW 

＜＋15％＞ 

   ※ 資源ごみは、除く。 

注）＜＞括弧内は基準年度（平成 24年度）比 

資料１ 
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図１ １人１日当たりの家庭系及び事業系ごみ排出量の実績と目標 

 

 

図２ 一般廃棄物最終処分量の実績と目標 

 

 

Ⅱ 産業廃棄物 

   産業廃棄物については、多量排出事業者の排出量削減の促進や、建設系廃棄物等の

再資源化の推進により、最終処分量の削減、再生利用率の向上を図ることを目指し、

目標を設定している。（表２） 

   平成 27年度の実態調査結果によると、排出量は、汚泥（約５割）、鉱さい（約２割）、

がれき類、ばいじん、動物のふん尿、金属くずの順になっている。（図３） 
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表２ 産業廃棄物の実績と目標値 

区分 

実績 目標 

平成24年度 

【基準年度】 

平成30年度 

【実績】 

令和２年度 

【中間目標】 

令和７年度 

【最終目標】 

重点目標 最終処分量 781千トン 
627千トン 

〈△20％〉 

571千トン 

〈△27％〉 

560千トン 

〈△28％〉 

目標 

排出量 23,462千トン 
24,651千トン 

〈+5％〉 

24,562千トン 

〈+4％〉 

24,618千トン 

〈+4％〉 

再生利用率 

（汚泥除く） 
－ 83％ 86％ 86％ 

   注）＜＞括弧内は基準年度（平成 24 年度）比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 種類別産業廃棄物排出量（平成 27年度実態調査） 

 

  平成 30年度の排出量は 2,465万 t（平成 24年度比５%増）、最終処分量 63万ｔ（平

成 24年度比 20％減）となっている。（図４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４  産業廃棄物の再生利用・処分量の推移 
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施策の取組状況 
 

Ⅰ 循環型社会の構築 
１ ごみ減量化の促進 

家庭系一般廃棄物の減量化のため、県、市町及び関係一部事務組合で構成する「兵

庫県市町廃棄物処理協議会」（平成 19 年５月設立）で、廃棄物の発生抑制やリサイク

ル推進の取組がより効果的に実施できるよう情報交換、意見交換等を行っている。 

また、令和２年４月現在、可燃ごみ等の指定袋制を導入している市町は、41市町中

27市町（有料化 18市町、市場価格等９市町）となっている。（表３） 

 

表３ 家庭系ごみ有料化等の推移（市町数） 

 

 

 

２ ひょうごエコタウン構想の推進 

ゼロ・エミッションを目指して環境調和型のまちづくりを推進する「ひょうごエコ

タウン構想」が平成 15年４月に国の承認を受けた。本構想により、廃タイヤガス化リ

サイクル施設、食品バイオマス飼料化施設などが整備された。 

構想を更に推進するため、ひょうごエコタウン推進会議（事務局：(公財)ひょうご環

境創造協会：会員数 205社）が、各種の研究会で新たな事業化の検討を行っている。（表

４） 

 

表４ ひょうごエコタウン推進会議の研究会活動（令和２年度） 

 

年 度 
可燃ごみ等の指定袋制 粗大ごみ 

の有料化 有料化（収入有） 市場価格等(収入無) 

H28 19 8 26 

H29 19 8 28 

H30 18 9 28 

R1 18 9 28 

R2 18 9 28 

事業名 概  要 実施期間 

鉄鋼スラグの利用拡大研究会 

海域 

利用 

・漁場再生実験の規模を拡大して実証試験を行

い、官民連携で漁場造成事業に向けた調整を

実施 20年度

～ 
陸域 

利用 

・盛土施工現場において強度等を実測 

・鉄鋼スラグ混合土を盛土材料として使用する

際の設計・施工基準ガイドライン案を策定 

放置竹林資源化研究会 
・竹ボイラーの開発に向けた排ガス分析と燃焼技術指導 

・竹収集の仕組作りと民間ベースの竹活用の場の創出 

28年度

～ 

ＣＮＦ（ｾﾙﾛｰｽﾅﾉﾌｧｲﾊﾞｰ）活用

による植物性廃棄物の資源化

研究会 

・ＣＮＦ及びＣＮＦ化前ＣＦのｷｬﾗｸﾀﾘｾﾞｰｼｮﾝ及び物性評価 

・ＣＮＦ利用法を検討（性能向上条件の検討） 

・材料性能評価方法を検討 

30年度

～ 

メタン発酵を利用した食品残渣

等廃棄物のエネルギー資源化

研究会 

・回分試験によるメタン発酵特性基礎評価 

・10t/日規模施設の実現可能性調査 

・消化液ペレットによる沿岸域肥沃化試験 

30年度

～ 

 

指定袋の例（神戸市ＨＰより） 
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３ 品目ごとのリサイクルの取組 

 (1) 容器包装リサイクルの推進 

   ア 分別収集促進計画 

容器包装リサイクル法は、住民が分別し、市町が収集した容器包装廃棄物を、容

器包装製造・使用事業者の負担により再商品化するものであり、県策定の「兵庫県

分別収集促進計画」及び市町・事務組合策定の「分別収集計画」に基づき、再商品

化の取組を進めている。（表５） 

   

表５ 容器包装廃棄物の分別収集の計画値 

区 分 
令和元年度 

（実績値） 

令和４年度 

(中間目標年度) 

(第 9期計画値) 

令和６年度  

(最終年度) 

(第 9期計画値) 

10 品目分別収集する市町割合 100% 100% 100% 

容器包装廃棄物分別収集率（収集実績量／発生見込量） 40.0% 41.9% 42.1% 

 

※ 容器包装 ： 商品が消費されたり、商品と分離された 

場合に不用となるもの 

10 品目  ： 缶（①スチール缶、②アルミ缶）、 

③紙パック、④段ボール、 

ガラスびん(⑤無色、⑥茶色、⑦その他の色)、 

⑧ペットボトル、⑨その他の紙製容器包装、 

⑩その他のプラスチック製容器包装             経済産業省パンフレットより 

 

   イ レジ袋削減対策 

事業者、消費者、行政等で構成する「ひょうごレジ袋削減推進会

議」が、「新・レジ袋削減推進に係るひょうご活動指針」（平成 24年

４月策定）に基づく取組を進めた結果、令和元年度のレジ袋削減枚

数は平成 22 年度比約 1億 1,000万枚減となった。 

   ・市町の事業者等とのレジ袋削減協定締結(令和元年 8月現在) 

14市６町  

 

 

 

   ・協定締結の拡大 ７市２町で協定締結について検討中 

 

 

 

 

 

 

 

 

ひょうご環境創造協会 

作成ポスター 

神戸市、姫路市、尼崎市、明石市、西宮市、相生市、

加古川市、赤穂市、宝塚市、三木市、三田市、加西市、

宍粟市、たつの市、稲美町、播磨町、神河町、太子町、

上郡町、佐用町 

 
容器包装リサイクル法の省令改正により、令和 2年 7月 1 日からレジ袋の有料化が開始され

た。厚みのあるレジ袋や海洋生分解性プラスチックのレジ袋、バイオマス素材の配合率が高い

レジ袋など一部有料化の対象外となっているが、大手コンビニ（ファミリーマート）における

レジ袋辞退率は、有料化前の 25%程度から 7月には 77%（8月も 77%）へと大幅に向上し、有料

化による削減効果がみられている。 

【レジ袋有料化の開始】 
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(2) 家電リサイクルの推進 

    家電リサイクル法により、小売店やメーカー等に対し廃家電４品目（エアコン、

テレビ、冷蔵庫・冷凍庫及び洗濯機・衣類乾燥機）の回収と再商品化が義務づけら

れている。 

    同法では、買い替えの場合及び自ら過去に販売した家電以外は販売店に回収義務

がないため、県では、兵庫県電機商業組合及び(公財)ひょうご環境創造協会と協力

して、どの販売店でも回収するシステム（兵庫方式）を構築し運用している。（表６） 

 

     表６ 廃家電４品目の県内指定引取場所での引取台数等の推移  （台） 

区 分 H27 H28 H29 H30 R1 

県内指定引取場所での引取台数 340,000 361,600 409,600 462,200 494,400 

うち兵庫方式の回収実績 9,243 9,400 10,098 12,919 13,691 

 

(3) 使用済小型電子機器等のリサイクルの推進 

    携帯電話やデジタルカメラ等の小型家電に含まれる有用金属等再利用を進める小

型家電リサイクル法に基づき、国により再資源化事業計画が認定された事業者（全

国 58 事業者、うち県内を収集区域とするのは 17 事業者）が小

型家電類のリサイクルを行っている。 

   県内では、37市町が、回収ボックスの設置など小型家電リサ

イクルに取り組んでいる。 

   また、県は市町に対し、アフターメダルプロジェクトや広報

紙を活用した効果的な普及啓発の促進、優良事例の紹介や個別

に取組実施を指導している。 
 

(4) 建設リサイクルの促進 

建設リサイクル法により、一定規模以上の建築物や土木工作物の解体工事、新築

工事等については、コンクリート、建設発生木材、アスファルト・コンクリート等

についてこれらを現場で分別し、再資源化することが義務づけられている。 

県民局が解体現場の立入検査を行うとともに、年２回、建築部局と合同の立入検

査も行っている。（表７） 

 

 

 

 

 

 

 

  

表７ 解体現場への合同立入検査数及び指導件数 

区分 H27 H28 H29 H30 R1 

合同立入検査数 192 197 199 218 177 

指導件数 48 49 42 38 55 

 

小型家電資源化マーク 
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４ 陸域から海域にわたるプラスチックごみ・海ごみ対策 

(1) プラスチックごみ対策 

    プラスチックごみ削減に向け、3Rの取組みを徹底することを基本とし、令和２年

度からは「プラスチックごみゼロアクション」をスタートさせ、さらに資源循環の

取組みを強化している。 

ア リデュース・リユースの推進  

レジﾞ袋などのワンウェイプラスチックの使用削減を推進（再掲）するとともに、

関西広域連合と連携したマイバッグ・マイボトル運動に取組む。 

 

 

 

 

   イ リサイクルの推進 

    ペットボトルや食品トレイの回収強化、集団回収の取組強化、観光地等でのごみ 

分別徹底、ポイ捨てのない環境づくりをさらに進めていく。 

ウ 代替素材への転換 

生分解性ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ等の最新の技術や導入状況の共有及び事業者の理解を深め代替

素材への転換を加速させる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 海ごみ対策の推進 

    海岸の良好な景観及び環境の保全を図るため、海

岸漂着物処理推進法に基づき、瀬戸内海沿岸及び日

本海沿岸の海岸漂着物対策推進地域計画を策定（平

成 23年３月）し、各海岸管理者等（県・市町等）が

海岸に漂着・散乱している漂着ごみ等を処理すると

ともに、漂着ごみ等の発生を抑制するための普及啓

発事業を実施している。（表９） 

    また、法改正を踏まえ、漂着、漂流ごみなど海

ごみ対策を充実させるため、令和２年３月に海岸

漂着物対策推進地域計画を改定した。本計画に基づき、漂流・海底ごみも含めた海ご

みの着実な回収･処理とﾌﾟﾗｽﾁｯｸごみの排出抑制・ﾘｻｲｸﾙを推進していく。特に「身近

なごみの管理が海ごみ対策につながる」ことを県民へ意識啓発するため、市町等と連

携した啓発資材の配布やﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等の活用を進める。 

 

 

漂着したごみや流木（洲本市・成ヶ島） 

■令和２年度に、事業者（㈱オオツキ、㈱サトウ、㈱大丸松坂屋百貨店）からレジ袋売上金（収

益金）の寄付の受入れを開始。事業者と協定を締結して寄付金をﾌﾟﾗｽﾁｯｸごみ削減対策へ活用。 

■「ﾌﾟﾗｽﾁｯｸごみｾﾞﾛｱｸｼｮﾝ推進宣言」事業者を募集し、県ホームページ等でのＰＲを予定。 

 

•ﾜﾝｳｪｲﾌﾟﾗｽ
ﾁｯｸ削減

•代替素材転
換 等

Reduce
関西広域連合
と連携した普及
啓発

Reuse
•集団回収強化

•食品トレイ等分
別徹底 等

Recycle

例：県内企業が開発した「生分解性ﾎﾟﾘﾏｰ PHBH」を使用した食品包装材

料、農業(ﾏﾙﾁ、被覆肥料袋)・漁業資材(かきﾊﾟｲﾌﾟ)などへの利用促進 
 

海洋生分解性プラスチック認証 

3Rの取組強化 
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令和元年度海ごみ回収・処理の内訳 

表９ 海岸漂着物対策推進地域計画に基づく回収実績    （ｔ） 

 

 

 

   

※ 平成 30年度、R1年度は洲本市と同市五色町漁業協同組合の協力のもと、操業中に 

入網した海底ごみ等を無償で回収してもらい、ごみの種類を調査した後、処理した。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) クリーンアップひょうごキャンペーンの推進 

平成８年度から市町等と連携して推進協議会

を設置し、県内全域で環境美化の統一キャンペー

ン「クリーンアップひょうごキャンペーン」を展

開している。 

キャンペーン期間（毎年５月 30 日～７月 31

日）は、県内各地で団体、地域住民、行政（県・

市町）、小中学校、企業等が連携して、清掃等環

境美化活動を実施するとともに、ポスターの配布

や街頭でのキャンペーンを実施している。令和元年度と令和２年度は、海洋プラス

チックごみゼロエミッションを目指した 3R の取組みを呼びかけるため期間を 2 ヶ

月延長し、9 月末まで実施した。 

 

【 令和元年度実績 】ア 参加人数  765,691人 

イ ごみ回収量    7,179ｔ  

 回収物 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 R1年度 

回収実績 
海岸漂着物 704 396 1,229 1,013 521 

海底ごみ等※ - - - 1.5 0.8 

南あわじ市立西淡中学校 
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Ⅱ 一般廃棄物処理対策 

１ ごみ処理対策の推進 

 (1) 一般廃棄物処理施設の整備促進 

市町は、一般廃棄物処理基本計画に基づき、廃棄物

の排出抑制に努め、極力リサイクルを行い、その後に

なお排出される可燃性のものは焼却処理等を行うと

ともに、積極的に熱エネルギーの活用等を図るための

施設整備を行っている。（表 10） 

県では、市町等が的確な施設整備ができるよう、

循環型社会形成推進地域計画の策定や循環型社会

形成推進交付金制度の活用について、市町等を支援している。（表 11） 

 

表 10 一般廃棄物処理施設の整備状況（令和２年３月末現在） 

施 設 種 別 施設数 市町・事務組合数 

ごみ焼却施設（熱回収施設含む）    33  神戸市他、14 市２町・10 事務組合 

ごみ燃料化施設 2  中播北部行政事務組合、南但広域行政事務組合 

粗大ごみ処理施設 23  神戸市他、11 市・９事務組合 

廃棄物再生利用施設    54  神戸市他、18 市３町・10 事務組合 

埋立処分地     32  神戸市他、16 市５町・２事務組合 

廃棄物運搬用パイプライン施設 1  芦屋市 

コミュニティ・プラント  89  姫路市他、13 市８町 

し尿処理施設 20  姫路市他、11 市２町・５事務組合 

合      計 254  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 11 循環型社会形成推進交付金事業（令和元年度） 

対象事業 自治体数 交付額(千円) 備 考 

循環型社会形成推進交付金 

高効率ごみ発電施設・ 

マテリアルリサイクル推進施設整備事業 

1 461,667 高砂市 

二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金 

(焼却施設基幹的設備改良事業) 
  3 1,579,168 

神戸市、姫路市、 

丹波篠山市 

合   計 4  2,040,835   

 

 (2) 一般廃棄物焼却施設の維持管理の徹底 

大阪湾フェニックス最終処分場で埋立処分する一般廃棄物焼却施設を対象に、市町

 東播広域ごみ処理施設 (高砂市) 

 

令和元年度は県内 19施設（８市、６事務組合）のごみ処理施設で発電が行われており、総発電量

は 558,368MWh であった。また、16 施設で売電を行っており、令和元年度の売電量は 274,280MWh、

売電収入は 3,546,017 千円であった。 

＜ごみ処理施設での発電例＞ 

自治体名 施設名 処理能力 発電能力 

姫路市 エコパークあぼし 402t/日 10,500kW 

 

【ごみ処理施設での発電状況】 
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セメントリサイクル前処理施設（赤穂市） セメントリサイクル事業の概要 

及び一部事務組合がばいじん処理物の分析を行う機会に合わせ、県が立入検査、試料

採取・分析を行い、受入基準の適合状況を確認している。 

また、同時に当該一般廃棄物焼却施設の適正な維持管理の確保、廃棄物処理法等の

遵守の徹底を図っている。 

 

２ 廃棄物広域処理対策 

(1) セメントリサイクル事業の促進 

(公財)ひょうご環境創造協会は、平成 22年 8月から「焼却灰及びばいじんのセメン

トリサイクル事業」を住友大阪セメント(株)との共同事業として実施しており、県内

の 10 市１町４組合の焼却灰等（令和元年度処理実績 12,504ｔ）をセメント原料とし

て有効に活用している。 

特に、ばいじんの施設利用率が 72％（焼却灰は 66%。県外品を含む。）と高く、さら

に、同協会や市町等との連絡調整を行うことにより、事業を円滑に促進していく。 

   ※ 10市１町４組合 ： 神戸市、姫路市、尼崎市、明石市、西宮市、芦屋市、相生市、 

              加古川市、赤穂市、丹波市、稲美町、南但広域行政事務組合、 

              小野加東加西環境施設事務組合、にしはりま環境事務組合、 

              北但行政事務組合 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 大阪湾フェニックス事業の促進 

大阪湾圏域での廃棄物(産業廃棄物を含む)

の適正な海面埋立による生活環境の保全と

港湾の秩序ある整備による地域の均衡ある

発展を目的として、「大阪湾フェニックス事

業」を促進している。 

現基本計画（平成 30 年３月変更認可）で

は、２期処分場である神戸沖、大阪沖処分場

がそれぞれ令和 12 年度、令和 14年度には受

入れが終了する。このため、次期処分場は、

神戸港と大阪港で検討し、このうち神戸港については、具体化に向けた検討を先行して

進めており、大阪湾フェニックスセンターが環境影響評価手続を実施している。 

 

六甲アイランド 

ポートアイランド 

対象事業実施区域 

２期神戸沖埋立処分場 

 大阪湾ﾌｪﾆｯｸｽ事業の受入区域は、県内の瀬戸内海側の 22市９町となっており、それ以外の市町の

焼却炉、ばいじん等を適正に処理するため、ｾﾒﾝﾄﾘｻｲｸﾙ事業を開始した。 

 現在はﾌｪﾆｯｸｽ受入区内市町もﾘｻｲｸﾙ率の向上等を図るため、この事業の利用が進んでいる。 

【セメントリサイクル事業と大阪湾フェニックス事業について】 

神戸沖埋立処分場 
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３ 災害廃棄物の処理等 

(1) 災害廃棄物処理計画の策定 

   速やかな被災地の復旧・復興に資することを目的に、発災直後の初動対応から災害

廃棄物の処理体制が整うまでの応急対応に重点を置いた災害廃棄物処理計画を平成 30

年８月に策定した。 

   一方、災害廃棄物の迅速かつ適正な処理には、仮置場候補地の選定や処理体制など

を盛込んだ市町災害廃棄物処理計画の策定が不可欠である。令和２年３月末時点の県

内市町の計画策定率は 44％（18／41市町）と、半数以上の市町が未策定のため、様々

な機会を捉えて未策定市町に計画の必要性を説明するとともに、策定に関する研修会

を開催し、県内全市町が計画を策定するよう指導している。また、令和２年度は、県

内５市２町が環境省のモデル事業に参加し、計画の策定に取り組んでいる。 

  ア 基本的な考え方 

   ・ 災害廃棄物の処理を主体的に実施 

   ・ 県は、被災市町の状況に応じて、市町相互応援協定を活用し、処理が円滑に進む 

よう市町を支援。要請がない場合でも被災状況を踏まえ、積極的に支援 

   ・ 原則、県内での処理を優先 

   ・ 復興のためには速やかな処理が必要なことから、処理期間の短縮化に有効な廃棄 

物の分別を徹底するが、災害状況に応じて柔軟に対応 

  イ 処理期間 

概ね２年以内の処理を目指し､最長でも発災後３年以内に県内全域で処理を完了  

ウ 応援体制 

被災市町単独では処理が困難な場合は、相互応援協定に基づき、県が調整して広 

域的な処理体制を構築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 災害廃棄物処理に関する応援協定の締結 

   災害廃棄物の処理を円滑に進めるため、平成 17年９月に県と全市町・一部事務組合

が相互応援協定を締結しており、また、民間６団体とも応援協定を締結している。（表

12） 

 

兵庫県

被災市町

応援市町

応援調整 報告・要請

(公財)ひょうご環境創造協会 等

連絡調整

応援

応援

関西広域連合
（関係府県市）

応援 廃棄物処理業者団体
建設業者団体
し尿処理業者団体 等

情報収集
指導・助言

応援調整

国

連絡調整

他府県
市町

報告情報収集
指導・助言

応援

応援要請

兵庫県

被災市町

応援市町

応援調整

(公財)ひょうご環境創造協会 等

連絡調整

応援

応援

関西広域連合
（関係府県市）

応援 廃棄物処理業者団体
建設業者団体
し尿処理業者団体 等

ごみ処理 委託

応援調整

国

連絡調整

他府県
市町

応援

応援要請



 12 / 16 

 

表 12 災害廃棄物処理に関する民間との応援協定の締結状況 

 

 

 

 

(3) 災害廃棄物処理担当者研修 

近年、全国各地で自然災害が多発していることに加え、阪神・淡路大震災から 20年

以上が経過し、大規模災害に係る廃棄物処理の経験がない職員が増えており、災害廃

棄物の適正かつ早期な処理が課題となっている。 

このため、平成 27年度から３カ年に渡ってテーマを設定（㉗水害、㉘地震災害、㉙

大規模災害）し、県及び市町等の廃棄物担当職員を対象に、災害廃棄物処理に関する能

力向上と県・市町等の連携の確認を目的とした実践的

な図上演習形式の研修会を、国立環境研究所等の協力

を得て開催した。平成 30 年度からは、（公財）ひょう

ご環境創造協会と協働して市町等の協力を得ながら県

が主体的に研修会を企画し、開催している。令和２年

度は、感染症拡大防止の観点から講義形式の研修会を

２回行い、災害廃棄物処理における初動対応の重要性

や人材育成の必要性を学んだ。 

 

 

  

民間団体 締結時期 主たる応援内容 

神戸市安全協力会 H17. 9 仮設ﾄｲﾚ、ﾄﾗｯｸ等資機材の提供 

（一社）兵庫県産業資源循環協会 H17. 9 ﾄﾗｯｸ等資機材の提供 

（一社）兵庫県水質保全センター H18. 1 仮設ﾄｲﾚのし尿収集運搬等 

兵庫県環境整備事業協同組合 H24. 7 生活ごみの収集運搬、仮設ﾄｲﾚのし尿収集運搬等 

（一社）日本建設業連合会関西支部 H24. 7 仮設ﾄｲﾚ、ﾄﾗｯｸ等資機材の提供 

兵庫県環境事業商工組合 H26.12 仮設ﾄｲﾚのし尿収集運搬等 

図上演習の様子（R1.9.11） 

 
 平成 21年の台風９号により被災した佐用町、宍粟市、朝来市に対して、姫路市他、9市２事務

組合が災害廃棄物の収集運搬と処理の応援を行った。また、平成 26年の８月豪雨（丹波豪雨）に

より被災した丹波市に対して、三田市他、13市１町１事務組合が災害廃棄物の収集運搬の応援を

行った。 

【県市町相互応援協定の活用実績】 
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Ⅲ 産業廃棄物処理対策 
１ 排出事業者に対する指導 

(1) 排出事業者責任の徹底 

廃棄物処理法では、排出事業者責任の原則のもと、適正処理確保の観点から、排出

事業者に対して、①適正な委託契約、②マニフェスト※の交付、③最終処分の確認を義

務づけている。県では、排出事業者等に立入り検査を実施し、法令遵守の徹底を図っ

ている。 

また、不法投棄未然防止対策とし

て、紙マニフェストに比べ、偽造が困

難で、情報の共有と伝達に優れてい

る電子マニフェストの普及を県内の

多量排出事業者を中心に促進してい

る。（電子マニフェスト加入数：8，352

事業者(令和２年３月末現在)） 

 

 

※マニフェスト：排出事業者が産業廃棄物の処理を委託する際に処理業者に帳票（マニフェスト）
を交付し、処理終了後に処理業者から帳票の写しの送付を受けることで、排出事
業者が廃棄物の流れを管理し、適正な処理を確保するための仕組み。 

 (2) 多量の産業廃棄物排出事業者に対する指導 

廃棄物処理法では、年間 1,000t 以上の産業廃棄物を排出する多量排出事業者（県

内約 500社）に対して、処理計画の策定や実績報告等を義務づけており、廃棄物の減

量化・再資源化を促進している。 

県では、この計画や報告を活用し、総排出量の約８割を占める多量排出事業者に対

し、減量化等の指導を行っている。 

 

２ 処理業者に対する指導 

産業廃棄物処理業を行う場合や、産業廃棄物処理施設を設置する場合には、廃棄物処

理法に基づく許可が必要であり、その許可にあたっては、同法に基づき厳正に審査を行

い、適正な処理施設の確保に努めている。（表 13） 

 

表 13  産業廃棄物処理業者数（令和２年３月末現在） 

区分 兵庫県 神戸市 姫路市 尼崎市 西宮市 明石市  計 

 産業廃棄物 

収集運搬業 8,601 138 149 80 6 6 8,980 

処分業 
 中間処理 192 52 64 40 5 7 360 

 最終処分 10 5 0 0 0 1 16 

特別管理 

産業廃棄物※ 

収集運搬業 685(17) 42(16) 18(2) 9(1) 0 1 755(36) 

処分業 
 中間処理 7(1) 8(3) 8(3) 5 1(1) 2 31(8) 

 最終処分 0 2 0 0 0 0 2 

 合計（延べ） 9,495 

(18) 

247 

(19) 

239 

(5) 

134 

(1) 

12 

(1) 

17 10,144 

(44) 

  ※ 特別管理産業廃棄物：産業廃棄物のうち、爆発性、毒性、感染性があるなど、人の健康又は生
活環境に被害を及ぼすおそれがある性状を有するもの。 

    ※ （ ）感染性廃棄物の処理業許可を持つ業者数(内数) 

都道府県･ 

政令市への報告 

電子マニフェスト 

の仕組み 

(公財)日本産業廃棄物処理振興センター資料 
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廃棄物処理法政令市（神戸市、姫路市、尼崎市、西宮市、明石市）と連携し、(一社)兵

庫県産業資源循環協会による研修会の開催等により、処理業者の資質向上を図るととも

に、処分業に重点を置いて立入検査を実施し、不適正な事項が判明した場合は厳格に対

応している。（表 14） 

 

  表 14 産業廃棄物処理業者への立入検査状況（令和元年度） 

対象処理業者数 

（県所管、延べ） 

立入 

検査数 

行 政 措 置 

行政処分 行政指導 

許可取消 左記以外の処分 文書 口頭 

9,287 379 20 0 0 187  

 

３ 産業廃棄物処理施設の整備 

産業廃棄物処理施設の設置に際しては、「産業廃棄物処理施設の設置に係る紛争の予防

と調整に関する条例」（平成元年９月施行）に基づき、地域住民のコンセンサスを得た事

業となるよう、地域住民の意向を踏まえつつ、必要に応じ、地元市町長への協力要請、環

境審議会の意見聴取等を行っている｡ 

＜参考＞ ・条例手続終了   390件 

     ・条例手続中      14件  

   （合 計 404件：令和２年３月末現在） 

 

４ 不適正処理防止対策の強化 

(1) 不適正処理の現状 

産業廃棄物の 10t以上の不法投棄件数及び量は減少傾向にあり、令和元年度は１件、

210ｔであった。（表 15） 

産業廃棄物の不法投棄・野外焼却に係る通報件数は 53件であった。(表 16) 

 

表 15 不法投棄件数・投棄量の推移(10t 以上） 

 

 

 

 

表 16 不適正処理の通報件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 度 H27 H28 H29 H30 Ｒ１ 

件 数 6 1 3 2 １ 

投棄量(t) 241 50 89 868 210 

年 度 H27 H28 H29 H30 Ｒ１ 

不法投棄等 42 51 64 61 43 

野外焼却 14 16 13 10 10 

計 56 67 77 71 53 

 

令和元年６月、警察からの連絡で不法投棄が判明。行為者は令和元年８月に県民局に撤去計画

書を提出し、同年９月から撤去を開始。 

県民局は適宜立入調査を行い、令和２年２月に全量撤去を確認し、令和２年３月に行為者より

提出された撤去完了報告を受理。 

【令和元年度不法投棄事案】 
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(2) 不適正処理防止体制の整備 

産業廃棄物等の不適正な処理を未然に防止するため､産業廃棄物及び特定物(使用済

自動車､使用済自動車用タイヤ､使用済特定家庭用機器)の保管の届出制､土砂埋立等の

許可制を内容とする「産業廃棄物等の不適正な処理の防止に関する条例」及び廃棄物

処理法との一体的な指導強化により､不法投棄の未然防止･拡大防止に努めている｡ 

＜参考＞   ○ 届出等の状況（令和２年３月末） 

・ 産業廃棄物保管届                    34件 

・ 特定物多量保管届                     10件 

・ 土砂埋立等の許可                 220件 

○ 建設資材廃棄物引渡完了報告（令和２年３月末）  2,217 件 

 

(3) 監視体制の強化 

    ア 監視班の活動 

刑事告発も視野に入れた不法投棄現場の監視及び広域的な不法投棄事案に対応

するため、県警出向者３名により機動的な監視・指導を行っており、廃棄物の撤去

指導、適正処理状況の確認などで成果をあげている。 

    イ 不適正処理監視員の配置 

不適正処理事案の早期発見、早期対応を図るため、県警ＯＢからなる７名の不適

正処理監視員を県民局に配置している。監視班との強力な連携のもと管内の監視や

事業者・処理業者への指導を実施している。 

 

(4) 不法投棄を許さない地域づくりの推進 

北播磨県民局や丹波県民局では、住民を不法投棄防止活動推進員に任命し、監視活

動を行うなど、不法投棄を許さない地域づくりが進んでいる。 

また、各県民局でも住民、処理業者、行政の協働による不法投棄物の撤去活動に取

り組んでいる。 

今後とも、住民との合同監視パトロールの実施や自治会への監視カメラの貸出など、

地域住民と連携した「不法投棄を許さない地域づくり」を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住民等による不法投棄物の撤去風景（北播磨県民局）      監視カメラ（北播磨県民局） 

 

(5) 不法投棄事案の撤去推進 

投棄された廃棄物の原状回復については、投棄者に対して粘り強く撤去指導をして

いる。 

なお、投棄者不明などの場合で、生活環境保全上の支障があるものについては、行

政代執行や(公財)ひょうご環境創造協会に設置した兵庫県廃棄物等不適正処理適正
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化推進基金の制度を活用し、撤去を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

   

                    

不法投棄された廃棄物の選別・撤去作業風景 （淡路県民局） 
 

 


